
 
平成 27 年 1月 27 日 

各  位 

 会 社 名   キヤノンマーケティングジャパン株式会社 

 代表者名  代表取締役社長  川崎 正己 

  （コード番号：8060 東証第一部） 

  問合せ先 上席執行役員コミュニケーション本部長 松阪 喜幸 

 （ＴＥＬ. 03－6719－9095） 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 

 当社は、平成 27 年 1月 27 日開催の取締役会において、下記のとおり「定款一部変更の件」を平成 27

年 3 月 26 日開催予定の第 47 回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 

記 

 

１．変更の理由 

 

① 当社の今後の事業展開に備えるため、現行定款第2条（目的）の変更を行うものでありま

す。 

② 平成26年6月27日公布の「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）により、

責任限定契約を締結できる会社役員の範囲が変更されることに伴い、定款第25条（取締役

の責任免除）および第33条（監査役の責任免除）の規定の一部を変更するものであります。

なお、定款第25条の変更に関しましては、各監査役の同意を得ております。また、本議案

による定款の一部変更は、上記法律の施行時に効力を生じるものとし、その旨の附則を設

けるものであります。 

 

２．変更の内容 

   

変更の内容は、別紙のとおりであります。 

 

３．日程 

 

  定款変更のための株主総会開催日   平成27年3月26日（予定） 

  定款変更の効力発生日        平成27年3月26日（予定） 

 

以 上 



別 紙 
 

（下線は変更部分であります。） 

現 行 定 款 定 款 変 更 案 

第１章 総 則 

第１条     （条文省略） 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 

   1．光学機器器具、事務用機器具、音響・電気・

通信ならびに電子機械器具、精密機械器具、

医療機器、視聴覚機械器具、一般機械器具

装置、写真感光材料、諸紙類、化学薬品、

事務用品、スポーツ用品、保健用器具、家

具室内装飾品、再生可能エネルギーを利用

した電力ならびにこれらの関連商品の製

造、販売、賃貸、修理および輸入 

   2．～  9．（条文省略） 

（新設） 

 

  10．～ 17．（条文省略） 

第３条 
～    （条文省略） 

第 16 条 

第４章 取締役および取締役会 

第 17 条 
～    （条文省略） 

第 24 条 

第１章 総 則 

第１条     （現行どおり） 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 

   1．光学機器器具、事務用機器具、音響・電気・

通信ならびに電子機械器具、精密機械器具、

医療機器、視聴覚機械器具、一般機械器具

装置、写真感光材料、諸紙類、化学薬品、

事務用品、スポーツ用品、保健用器具、家

具室内装飾品ならびにこれらの関連商品の

製造、販売、賃貸、修理および輸入 

 

   2． ～  9．（現行どおり） 

  10．電力その他のエネルギーの供給に関する事

業 

  11．～ 18．（現行どおり） 

第３条 
～    （現行どおり） 

第 16 条 

第４章 取締役および取締役会 

第 17 条 
～    （現行どおり） 

第 24 条 

（取締役の責任免除） 

第 25 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む。）の損害賠償責任

を、法令の限度において、取締役会の決議

によって免除することができる。 

 

  2．当会社は、会社法第 427 条第１項の規定に

より、社外取締役との間に、任務を怠った

ことによる損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当該契約

に基づく責任の限度額は、法令が規定する

額とする。 
 

（取締役の責任免除） 

第 25 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる取締役（取

締役であった者を含む。）の損害賠償責任

を、法令の限度において、取締役会の決議

によって免除することができる。 

 
  2．当会社は、会社法第427条第１項の規定に

より、取締役（業務執行取締役または使用
人であるものを除く。）との間に、任務を
怠ったことによる損害賠償責任を限定す
る契約を締結することができる。ただし、
当該契約に基づく責任の限度額は、法令が
規定する額とする。 

第５章 監査役および監査役会 

第 26 条 
～    （条文省略） 

第 32 条 

（監査役の責任免除） 

第 33 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任

を、法令の限度において、取締役会の決議

によって免除することができる。 

  2．当会社は、会社法第 427 条第１項の規定によ

第５章 監査役および監査役会 

第 26 条 
～    （現行どおり） 

第 32 条 

（監査役の責任免除） 

第 33 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定に

より、任務を怠ったことによる監査役（監

査役であった者を含む。）の損害賠償責任

を、法令の限度において、取締役会の決議

によって免除することができる。 

  2．当会社は、会社法第 427 条第１項の規定によ



現 行 定 款 定 款 変 更 案 

り、社外監査役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に

基づく責任の限度額は、法令が規定する額

とする。 

第 34 条 
～     （条文省略） 

第 37 条 

（新  設） 

 

り、監査役との間に、任務を怠ったことに

よる損害賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該契約に基づ

く責任の限度額は、法令が規定する額とす

る。 

第 34 条 
～     （現行どおり） 

第 37 条 

附則 

第 25 条第 2項および第 33 条第 2項の変更は、平成

26 年６月 27 日公布の「会社法の一部を改正する法

律」（平成 26年法律第 90 号）中、会社法第 427 条第

１項に係る改正が施行されることを条件に、当該施

行日より効力を生じるものとする。なお、本附則は、

上記の効力発生をもってこれを削除する。 

 


